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研究要旨:本県では、乳幼児の不慮の事故死を低減することを目的に、平成 9 年度

から「子ども健やかセーフティ環境づくり事業」を実施し、事故予防情報の発信拠

点として、能登中部保健所に「子どもセーフティセンター」を設置した。平成 10

年度からは乳幼児の事故受診情報を収集する事業「子どもセーフティ事故発生動向

調査」を開始し、「子ども事故予防通信」を発行している。これは医療機関や市町

村保健センター及び保育所で掲示され、また母親等保護者への事故予防の教室等で

活用されている。今後は消防関係機関と連携を図り、乳幼児の事故搬送事例におけ

る事故情報も加え、事故予防のための情報提供体制を充実する必要があると思われ

る。 

 

A.研究目的 

不慮の事故は、1)偶然の出来事で制御不可能

とされていたが、母親等保育者が子どもの発達

や特徴を理解し、対応することによって防止で

きるといわれている。 

そこで、平成9年度から「子ども健やかセー

フティ環境づくり事業」と称して①事故実態調

査②セーフティ環境モニタリング事業③子ども

セーフティセンター設置④事故予防啓発事業等

乳幼児の事故予防対策を実施した。平成10年度

には「子どもセーフティ事故発生動向調査」事

業を加えた。当事業は県立病院を定点とし、事

故による受診児の事故状況を収集し、その内容

を分析の上、医療機関、保育所、市町村保健セ

ンター等県内1、000機関に「事故予防通信」(資

料 1、2)として事故予防情報を発信することで

ある。平成11年 10月からは5医療機関が定点

となっている。 

本県の乳幼児の事故による受診状況を分析

することによって、今後の事故予防対策の一助

とする。 

 

B.研究方法 

石川県子どもセーフティ事故発生動向調査

および情報発信事業のシステムは図 1のとおり

である。 

事故により医療機関を受診した乳幼児(就学

前)、の保護者の了解を得、保護者が記入したも

の(別添様式1)と、医師が記入したもの(別添様

式2)をとりまとめ、医療機関は保健所に報告す

る。保健所はその情報を入力し、「子どもセーフ

ティセンター」(以下センターとする。)に送付

し、センターは集約し分析する。 

またこの内容に基づき事故予防情報を発信

し、効果的な展開や適正な事故予防情報のあり

方について検討する「子ども事故予防検討委員

会を開催した。 

 

C.研究結果 

1 「子どもセーフティ事故発生動向調査」結果 

1)平成 12年2月～12月の 11ヵ月間の報告数は

546件(表 1)のとおりであった。 

2)性別及び年齢(表 2、図 2) 

男が 332 人で 60.8%を占め、年齢では 0歳児

が118人、1歳児が158人、2歳児が95人であ

った。 

3)事故発生曜日及び時刻(図 3,4) 

日曜日が最も多く117件で、時刻は夕方 5時

～8時が多くなっていた。 

4)事故発生場所(表 3、4) 

家庭内が383件の 70%を占めていた。 

屋内では居間が 47.2%と多く次いで階段



12.4%であった。 

5)事故原因(表 5) 

転落が155件で 28.4%、次いで転ぶが97件の

17.8%、誤飲90件の 16、5%であった。 

6)年齢別事故原因(表 6) 

年齢別では0歳児は誤飲が50件の42.3%、次

いで転落33件の 28%であった。 

1歳児は転落が49件の 31%、次いで誤 

飲 26件の 16.5%であった。 

7)傷病部位(表 7) 

頭部が339件の 59.2%と最も多かった。 

8)診断名及び傷病の程度、処置見込み(表 8、9、

図 5、6) 

打撲が 226件の 41.1%、切傷刺傷が 111件の

20.2%であった。 

傷病の程度は軽症が95.4%であった。 

処置見込みは、治療不要が 37.9%、即日治療

完了したものが 21.4%であった。要通院は36.3%、

要入院は2.4%であった。 

 

2 子ども事故予防検討委員会の開催 

「石川県子どもセーフティ事故発生動向調

査事業」として、5 定点医療機関から事故受診

情報を集め、その内容を分析し、県内約 1,000

機関に「子ども事故予防通信」を年 4回発行し

ているが、その事業の効果的な展開や適正な事

故予防提供のあり方を検討することを目的に委

員会を開催した。 

 

委員は、国立公衆衛生院母子保健学部長、県

立中央病院小児科診療部長、公立能登総合病院

看護部長、金沢市消防本部警防課、市町保健婦、

母親代表、警察本部交通部交通企画課、生活科

学センター、いしかわ子育て支援財団、厚生部、

能登中部保健所(子どもセーフティセンター)の

関係職員である。 

委員の発言として以下の内容が出された。 

1)かなりの保育園で、「事故予防通信」を掲示し

ている。また、事故についてはアンケートや個

別相談等を実施している。 

2)定点医療機関として月 30 件は報告している

が、実際はその倍の件数を診ている。忙しくて

報告書が書けない。また重症事例ほど、母親等

に調査記載の依頼がしにくい。 

診療している限りでは子どもの事故は減ら

ないなという気がする。 

4)平成 11 年に金沢市消防本部で対応した事故

搬送事例(0 歳～7 歳未満)を報告書から調査し

た結果、水難事故1件、交通事故64件、一般負

傷119件、急病294件、転院27件の計505件で

あった。 

一般負傷例では、居間で転倒 24 件、階段か

ら転落10件、抱いていた子どもを落とす4件、

扉等に指を挟む4件、自宅浴槽内で溺れる1件、

歯ブラシを口に入れ、遊んでいて転倒1件等が

報告された。 

5)石川県警では、未就学児の交通事故について

取り組んでおり、車内事故は減少したが、助手

席で子どもを抱いていてぶつかる事故は多い。4

月からのシートベルト着用義務について講習会

を行っている。 

6)本事業の作業は大変細かに調査されている。

しかし事故予防情報の内容は非常に常識的な範

囲と思われる。わざわざ予算を使ってまでしな

くてはいけないのか。 

7)家族団桑時の事故が多い。みんなそれぞれ依

存しあって誰かが子どもを見ているだろうと思

って、結局誰も見ていない状況がある。 

8)乳児の事故予防対策として「レサシベビー」

を使用して心肺蘇生法の講習や講習会時の乳幼

児を預かる事業も実施している。 

9)今行っている事業は石川方式として、1 つの

モデルである。それぞれの情報が統合されて保

育所等を通じ情報の発信ができるとよいと思わ

れる。 

10)薬の誤飲などでは、薬のメーカが相談窓口を

持っているので、その窓口の一覧を作成する必

要がある。 

11)虐待が事故の背景にある場合があるので注

意が必要である。 

 

D.考察 

不慮の事故を予防するためには、どのような

事故がどのような状況で発生しているかが把握

されること、その情報を必要としている人に情

報が届くこと、そしてその人が予防のための行

動をとることが重要である。 

本県では平成 10 年度に、事故で病院を受診

する事例について事故発生動向調査による分析

を開始し、事故予防通信として情報提供を行っ

ている。この情報提供は始まったばかりであり、

どの程度事故予防に寄与しているかについては



今のところ不明であるが、将来的には評価が求

められる。 

また、現在提供している情報は、病院を受診

した事例に関する医師や親からの報告に基づい

ており、重症の事例については報告を得ること

が困難である。その結果、情報が軽症の事例に

片寄ったものとなる傾向があり、重症の事例に

ついての、情報収集の方法について検討しなけ

ればいけない。 

不慮の事故対策としての情報提供としては、

予防のための情報提供だけでなく、事故が発生

した時にその影響を最小限にするための情報提

供も重要である。特に緊急時の相談窓口体制の

整備は今後の課題である。 

 

E.結論 

今後、軽症事例のみならず、重症事例を把握

するために、事故発生動向調査様式に受診時の

交通手段を加えることや、救急車による搬送事

例を消防署との連携により把握していくことを

検討する必要がある。 

また、事故時の詳細な情報収集や事故後の追

跡調査を行い、具体的な事故予防方法を検討し

なければならない。 
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